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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 55,844 48,288

売上原価 50,922 40,932

売上総利益 4,923 7,356

販売費及び一般管理費 ＊１, ＊２  4,629 ＊１, ＊２  4,521

営業利益 294 2,835

営業外収益   

受取利息 5 5

受取配当金 8 7

受取賃貸料 33 19

物品売却益 56 17

その他 31 31

営業外収益合計 134 79

営業外費用   

支払利息 357 313

持分法による投資損失 － △16

支払補償費 13 59

その他 116 11

営業外費用合計 487 367

経常利益又は経常損失（△） △59 2,546

特別利益   

貸倒引当金戻入額 62 0

退職給付制度終了益 242 －

その他 8 1

特別利益合計 312 1

特別損失   

固定資産除却損 80 61

投資有価証券評価損 566 11

減損損失 ＊３  1,240 －

その他 1 2

特別損失合計 1,887 74

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,633 2,473

法人税、住民税及び事業税 △996 145

法人税等調整額 1,086 46

法人税等合計 89 192

少数株主利益 10 31

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,733 2,251
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日

 至 平成21年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 

第１四半期連結会計期間より、一部の国内連結子会社における受注制作ソフトウェアに係る収益の計上基

準については、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

これにより、第１四半期連結会計期間に着手した請負契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗

部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準を、その他の場合については工事完成

基準を適用しております。 

なお、この変更による損益に与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

当第３四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日

 至 平成21年12月31日)

1.棚卸資産の評価方法 

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間

末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却可能価額

を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。 

2.固定資産の減価償却費の算出方法 

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積もりを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按

分する方法によっております。 

3.法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算出方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタ

ックス・プランニングを利用する方法によっております。 
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【追加情報】 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

事業構造改善引当金 

板圧延事業の構造改革に伴い、今後発生が見込まれる費用について合理的に見積もられる金額を計上しており

ます。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末 

(平成21年３月31日) 

＊１ 固定資産の減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額 246,462百万円 

 

＊１ 固定資産の減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額 237,843百万円 

 ２ 債務保証 

 

 ２ 債務保証 

  連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金等に
対し、債務保証を行っております。 

 
PennTecQ.Inc. 517百万円 

計 517百万円 

 

  連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金等に
対し、債務保証を行っております。 

 

PennTecQ.Inc. 418百万円 

従業員 1百万円 

計 420百万円 

 

 ３ 手形割引

受取手形割引高 325百万円 

  

 ３ 手形割引

受取手形割引高 657百万円 

 ４ 手形債権流動化に伴う買戻義務限度額 

146百万円 

 ４ 手形債権流動化に伴う買戻義務限度額 

1,600百万円 
 

 ５ 期末日満期手形 

  四半期連結会計期間末満期手形の会計処理について
は、満期日に決済が行われたものとして処理しており
ます。 

  なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の
祝日であったため、次の四半期連結会計期間末満期手
形が、四半期連結会計期間末残高から除かれておりま
す。 

 

 受取手形 3,214百万円 

 支払手形 3,103百万円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

販売費の主なもの 

   
荷造費及び運送費 4,848百万円 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

販売費の主なもの 

 荷造費及び運送費 4,150百万円 

一般管理費の主なもの 

   
給与諸手当福利費 2,734百万円 

一般管理費の主なもの 

 
給与諸手当福利費 2,735百万円 

＊２ 販売費及び一般管理費のうち引当金繰入額は次の
とおりであります。 

 
退職給付引当金繰入額 265百万円

 

＊２ 販売費及び一般管理費のうち引当金繰入額は次の
とおりであります。 

 

貸倒引当金繰入額 32百万円

退職給付引当金繰入額 219百万円

役員退職慰労引当金繰入額 32百万円

＊３ 減損損失 

 当社グループは以下の資産について減損損失を計上し
ました。 

  当社グループは、事業用資産についてはキャッシュフ
ローを生み出す独立した事業所単位毎にグルーピングを
実施しております。上記の土地については、市場価格の
下落が激しく、減損の兆候が認められたため、減損損失
の認識の判定をした上、減損損失を認識しました。 

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定してお
り、主に不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額等により算
定した将来キャッシュフローを6%で割り引いて算定して
おります。 

場所 用途 種類 減損損失 

滋賀県 

近江八幡市 

工場用地  土地 1,240百万円
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前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

 ＊４ 事業構造改善費用 

当社は、経済環境の変化への柔軟な対応を図り、
強固な収益体制を確立することを目的に板圧延事業
の構造改革を進めております。 
これに伴い、発生する以下の損失を事業構造改善

費用として計上しております。 

 
（注） 減損損失 

当社グループは、事業用資産についてはキャッシ
ュ・フローを生み出す独立した事業所単位毎に、グル
ーピングを行っています。 

 板圧延事業の構造改革にともない、将来使用見込
みがなくなった当社日光製板工場の事業用資産の一
部については、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減損額を減損損失として特別損失に計上し
ております。 
なお、回収可能価額は土地については正味売却価

額により測定しており、主に不動産鑑定基準に基づ
く鑑定評価額等により評価しております。また、建
物及び構築物、機械装置及び運搬具、その他につい
ては処分時までの使用価値により測定しておりま
す。 

減損損失   （注） 1,263百万円

事業構造改善引当金繰入額 755百万円

合 計 2,018百万円

場所 用途 種類 減損損失

栃木県
日光市 

事 業 用
資 産 
（アルミニ
ウ ム 板 圧
延） 

建物及び構
築物 

498百万円

機械装置及
び運搬具 

225百万円

土地 538百万円

その他 
2百万円
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第３四半期連結会計期間 

 
  

前第３四半期連結会計期間 

(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

販売費の主なもの 

   
荷造費及び運送費 1,511百万円 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。 

販売費の主なもの 

 
荷造費及び運送費 1,440百万円 

一般管理費の主なもの 

   
給与諸手当福利費 898百万円 

一般管理費の主なもの 

 
給与諸手当福利費 1,145百万円 

＊２ 販売費及び一般管理費のうち引当金繰入額は次の
とおりであります。 

 
退職給付引当金繰入額 79百万円

 

＊２ 販売費及び一般管理費のうち引当金繰入額は次の
とおりであります。 

 

退職給付引当金繰入額 23百万円

役員退職慰労引当金繰入額 11百万円

＊３ 減損損失 

 当社グループは以下の資産について減損損失を計上し
ました。 

  当社グループは、事業用資産についてはキャッシュフ
ローを生み出す独立した事業所単位毎にグルーピングを
実施しております。上記の土地については、市場価格の
下落が激しく、減損の兆候が認められたため、減損損失
の認識の判定をした上、減損損失を認識しました。 

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定してお
り、主に不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額等により算
定した将来キャッシュフローを6%で割り引いて算定して
おります。 

場所 用途 種類 減損損失 

滋賀県 

近江八幡市 

工場用地 土地 1,240百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前第３四半期連結累計期間 

(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

＊１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期

間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成20年12月31日現在) 

＊１ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期

間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成21年12月31日現在) 

  

   

現金及び預金勘定 6,481百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△90百万円 

現金及び現金同等物 6,391百万円 

  

   

現金及び預金勘定 3,610百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△90百万円 

現金及び現金同等物 3,520百万円 
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  

該当事項ありません。 

  

株式の種類 

当第３四半期 

連結会計期間末 

(千株) 

 普通株式 227,100 

株式の種類 

当第３四半期 

連結会計期間末 

(千株) 

 普通株式 12 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 454 2.00 平成21年３月31日 平成21年６月25日
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期

間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月

１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月

31日） 

  

当連結グループはアルミニウム製品の専門メーカーとして、同一セグメントに属するアルミニウム圧延品等の製

造、加工、販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期

間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月

１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月

31日） 

  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店の売上高の合計が、連結売上高の10％未満のため、所

在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

  

─ 26 ─



【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域別の記載を省略しております。

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域別の記載を省略しております。

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域別の記載を省略しております。

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域における海外売上高が連結売上高の10％未満のため、国又は地域別の記載を省略しております。

  

海外売上高（百万円） 連結売上高（百万円） 
連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 

9,888 55,844 17.7 

海外売上高（百万円） 連結売上高（百万円） 
連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 

8,642 48,288 17.9 

海外売上高（百万円） 連結売上高（百万円） 
連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 

29,265 189,233 15.5 

海外売上高（百万円） 連結売上高（百万円） 
連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 

20,193 133,669 15.1 
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(有価証券関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、注記対象から除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 

(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末 

(平成21年３月31日) 

  

   

１株当たり純資産額 234円42銭 

  

   

１株当たり純資産額 242円34銭 

 

 
当第３四半期連結会計期間末 

(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末 

(平成21年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 53,683 56,690 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 449 1,654 

 （うち少数株主持分）（百万円） （449） （1,654） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 53,234 55,036 

１株当たり純資産額の算出に用いられた普通株式
の数（千株） 

227,088 227,098 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

  

 
 なお、潜在株式調整後一株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

１株当たり四半期純利益金額 3円72銭 

 

  

 
 なお、潜在株式調整後一株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 27円31銭 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失
金額 

 四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万
円） 

844 △6,203

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損
失（△）（百万円） 

844 △6,203

 普通株式の期中平均株式数（千株） 227,099 227,091
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第３四半期連結会計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

 
  

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

  

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、１株当たり四半期純損失であり、また、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 7円63銭 

 

  

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。 

１株当たり四半期純利益金額 9円91銭 

 

 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失
金額 

 四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万
円） 

△1,733 2,251

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

 普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損
失（△）（百万円） 

△1,733 2,251

 普通株式の期中平均株式数（千株） 227,099 227,088
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(重要な後発事象) 

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

該当事項はありません。  

  

(リース取引関係) 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日） 

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年

度末に比べて著しい変動がありません。 
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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平成21年２月13日

古河スカイ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている古

河スカイ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河スカイ株式会社及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 追記情報 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更１．（２）に記載されているとおり、会

社は製造費用として処理していた研究開発費について、第１四半期連結会計期間より、基礎的な研究開発費

を一般管理費として処理することに変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  黒澤 誠一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 
 

公認会計士  仲井 一彦  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  秋山 賢一  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  

平成22年２月10日

古河スカイ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

古河スカイ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２

１年４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河スカイ株式会社及び連結子会社の平成

２１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 
  

公認会計士  黒澤 誠一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 
  

公認会計士  仲井 一彦  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 
  

公認会計士  秋山 賢一  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年２月12日 

【会社名】 古河スカイ株式会社 

【英訳名】 Furukawa-Sky Aluminum Corp. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 吉原 正照 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役専務 高山 重憲 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長 吉原 正照及び代表取締役専務 高山 重憲は、当社の第７期第３四半期(自

平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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